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 全国商工会連合会（会長：石澤義文）は ２０日、平成２８年１０－１２月期中小企業景況調査（８，

０００企業対象、１１月１５日時点調査実施）の結果をとりまとめた。 

平成２８年１０－１２月期の中小企業景況調査によると、全産業ベースのＤＩ（景気動向指数・前年

同期比）は売上額がマイナス２８．１（前期比２．３ポイント低下）、採算（経常利益）はマイナス 

２７．９（同２．６ポイント低下）、資金繰りはマイナス１８．０（同２．２ポイント低下）となった。

中小企業の主要３ＤＩは２期続けて低下、また、当期の低下幅は前期よりも拡大した。ＤＩを１年前と

比較すると、売上額は６．２ポイント、採算（経常利益）は３．０ポイント、資金繰りは２．８ポイン

トそれぞれ低い水準にある。調査結果は、当期に中小企業の景況が悪化したことを示している。 

製造業、建設業、小売業、サービス業の主要３ＤＩで前期水準を上回ったのは製造業の採算（経常利

益）だけ（前期比０．９ポイント上昇）だった。それ以外のＤＩはすべて低下しており、中小企業の景

況が総じて悪くなったことを裏付けている。主要３ＤＩがそろって前期水準から低下したのは、建設業

では平成２７年７－９月期以来５期ぶり、小売業とサービス業は３期ぶりのことだ。 

ただ、現状では加速して景況が悪化する状況にはなっていない。売上額ＤＩの内訳を見ると、製造業

では１年前より売り上げが「増加」したとの回答は減ったが同時に売り上げが「減少」したとする回答

も減っている。また、製造業では内訳となる１７業種中「輸送用機械器具製造業」など４業種で、また

小売業でも「自動車・自転車小売業」で主要３ＤＩがそろって改善している。３ＤＩがそろって改善し

た業種の無かった建設業やサービス業でも、例えば「自動車整備業」で売上（収入）額ＤＩが改善を示

すなど、明るさを維持している業種もあり、一方的に景況が悪化しているわけではない。 

経営上の問題点として挙げられた「需要の停滞」の割合は、製造業、建設業、小売業、サービス業そ

れぞれで前期と比べて大きな動きは無かった。日本経済は緩やかな回復基調が続き、輸出にも持ち直し

の動きがみられることを背景に、需要の停滞を問題視する経営者が当期は増えなかったものと見られ

る。一方、「従業員の確保難」や「原材料価格の上昇」を問題視する割合はほぼ共通して増えている。

特に製造業、建設業、サービス業では４期連続で人手不足感が高まっている。雇用情勢が改善している

ことから、中小企業にとって従業員の確保が経営の大きな問題として意識されている。また、原油価格

の上昇や円安の進行などで輸入物価が上昇、コスト増が経営を圧迫する懸念が徐々に広がりつつあるこ

とが示されている。 

（注）ＤＩ（景気動向指数）は各調査項目について、各調査項目について増加（好転）企業割合から減少（悪化）
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